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多機能化等に向けた検討の進め方
○ 「新しい社会的養育ビジョン」では、家庭養育原則の実現に当たっては、まずは、乳幼児期を最優先に取り
組むこととされており、そのためには、乳児院の多機能化等が必要不可欠とされている。
また、乳児院については、養育機能に加えて担うべき機能についての具体的な記述がされている。
・一時保護された乳幼児とその親子関係に関するアセスメント
・障害等の特別なケアを必要とする子どものケアの在り方のアセスメントとそれに基づく里親委託準備
・家庭復帰に向けた親子関係再構築支援
・親子関係改善への通所指導
・里親・養親支援の重要な役割を地域で担う新たな存在
・養子縁組機関との連携強化やその実施機関
・市区町村の児童家庭支援拠点事業との連携や特定妊婦の支援強化（親子ホームとしての機能付加）
・産前産後を中心とした母子の入所を含む支援

○ 乳児院の多機能化等に関しては、全国乳児福祉協議会においても「新たな社会的養育の在り方に関する検討
会への意見・提言（平成29年5月26日）」などにより、具体的な役割や機能についての目指すべき方向性を示
している。

○ そのため、まずは、乳児院の多機能化等についての検討※を深め、続いて、児童養護施設特有の多機能化等
に関する検討を行う。
※児童養護施設にも共通する機能等については併せて検討する。

厚労省資料



１．乳児院の多機能化・機能強化
項 目 ビジョンの改革・工程事項の課題 全乳協の意見等

１．児童福祉
法第３条の２

の家庭養育の
原則

（１）代替養育における施設養育から
家庭養育への移行の徹底を、計画
性をもって図る。

（２）家庭維持のための市区町村を
中心とした支援体制を早急に構築
する。

（３）この数年間は代替養育を必要と
する子どもの数は増加する。

○第一義には家庭、保護者への支援を重視するべきであり、それこそ乳児院が担ってきた
基本的な援助活動、支援活動である。
○乳児院では、「家庭へ帰す」ための援助活動・支援活動に多くの時間を費やしている。
乳児院の退所理由（措置解除）の１位は家庭引取であり約半数を占めている。
〇「家庭養育」の支援～児福法第３条の２の趣旨にそって、保護者支援（ファミリーソーシャ
ルワークや家族の再統合支援）は重要課題であり、市町村支援拠点事業と協働して支援
活動をはかっていく。
○乳児院は乳幼児の生命を守るために保護し、その親・家族との分離を避け、乳幼児を親・
家族のもとへ帰すために、アセスメントを行い、個別支援計画を立て、家庭的な養育環境で
乳幼児の基本的ニーズを満たすための養育を提供し、発育と発達を促しながら親・家族の
養育能力を高めるよう支援・援助を行っていく。
○家庭復帰後も継続的な家庭訪問、面談、相談支援の機会をはかるなど児童福祉施設とし
ての基盤となる役割、専門機能をはたしていく。
○乳児院の措置入所は、９５％が０歳から１歳児である。過去５年の乳児院への措置入所の
推移は微減・微増。医療の高度化などにより未熟児や障害児の増、さらに児童虐待等を背
景に、新生児・乳幼児の生命とリスクが緊急・危機的な状況で一時保護、措置入所してく
る。また精神疾患等で養育できない親の増加などを踏まえると、より厳しい課題のある保護
者が増えている。乳児院は、医師、看護師、保育士等専門職がこのような緊急的なリスク
対応と、養育対応、親支援を図っている。

○平成25年度を境に、“一時保護委託児数”が“乳児院措置入所児数”を上回っている。平
成25年度の調査では、一時保護委託児の60％、措置入所児の46％が家庭復帰している。
一時保護委託では、とくに緊急一時保護委託を午後６時から明朝８時までの夜間帯に受け
入れた割合は全体の23.5％を占めている。



２．代替養育を担
う児童福祉施設
の在り方

（施設の本体機
能の強化と多機
能化・機能強化）

（１）第３条の２に基づき、施設は「で
きる限り良好な家庭的環境」でなけ
ればならない。その重要な視点は、
個々の子どものニーズに合った養
育を行う個別化の具現化である。家
庭と同様の養育環境で養育困難な
子どものみが対象になるため、高
度なケアが必要となる。従って、そ
れが実現できる人的配置、及び人
材育成が必要である。
（２）在宅支援から代替養育まで子ど
ものニーズに応じて継続的・連続的
に支援するために、施設は、入所機
能のみならず、アセスメント機能、
相談・通所機能、在宅支援機能及
び里親支援機能を付加するなど、
多機能化することが求められている。
現状の社会的養護の種別体系の
再編も視野に入れて行くことになる。
（４）一定の内容や程度に応じて特別
なニーズがある子どもを施設等でケ
アする場合は、子ども１人にケア
ワーカー２名を配置。
（５）生活の場は小規模で地域分散化
されたもの。

○乳児院は、乳幼児の入所生活施設としてのコアの基盤と機能があってこそ、乳幼
児の養育と親支援のノウハウと専門性を積み上げられている。その家庭復帰への
ノウハウがあって社会的養育の果たすべき親支援、地域の子育て支援に生かせる
のである。さらに、里親支援にも生かせると踏まえている。
〇「家庭的養育環境」～虐待を受けるなど重い発達課題のある乳幼児の入所生活
施設として、生活のいとなみを基盤とする欲求充足過程の養育を、アタッチメント形
成を基本してよりよい家庭的環境で実践し、乳幼児の治療的養育の専門施設をめ
ざしている。
〇アタッチメント形成とファミリーソーシャルワークを基軸とする治療的養育機能を担
う専門職の質的量的な確保・拡充をはかる。
○家庭復帰が難しく、また行先の定まらない子どもの発達状況や課題を見極めつつ、
保護者との関係性に十分な配慮をしつつ、保護者が養育できるようにと時間をか
けながら、保護者と子の次の生活の営みの場へとつなぐよう援助・支援している。
○子ども自身の発達の課題が重い病気や障害のあるケースも多い。そうした子ども
の場合、療育には十分に配慮し、さらに感情の起伏が激しかったり、パニックが収
まりづらかったりと、子どもに育てにくさもあるため、十分な経験と専門性のある看
護師・保育士等職員が連携・協力しながら養育にあたっている。
○病院などから入所してくる疾病や障害のある乳幼児を引き受けている。今後とも、
そうした緊急性のある乳幼児を受けとめる医療型の乳児院の確保は必要であり、
さらなる整備が不可欠である。一時保護の増加もしかりである。また、障害児入所
施設や障害児施設へつなぐ場合などは、入所待ちが多いこともあり、時間がかか
ることが多く、乳児院での対応が必要となっている。
〇２４時間３６５日を基本とする個別的な養育を保障する職員配置基準の改善（子ど
も１．３対大人１ ➔ 子ども１対大人３の必要性）とともに、緊急一時保護、アセス
メント強化、市町村拠点事業との連携、フォスタリングエージェンシーなど、幅広い
総合支援を実現するためのセンター機能を構想して、大幅な職員体制の強化整備
をはかる。
○０歳からの乳幼児期の子どもたちの養育過程における安定的、継続的なアタッチ
メント形成を主軸とした少人数による個別的な養育の提供と養育の質の確保をは
かることが必要。そのための、特定の養育者（職員）が個別の乳幼児を養育できる
職員配置のさらなる拡充が必要。



（７）市区町村の児童家庭支援拠点事
業との連携や特定妊婦の支援強化、
親子ホームとしての機能付加も考えら
れる、さらに養子縁組機関との連携強
化やその実施機関となること等も今後
の乳児院の多機能化・機能転換として
考えられる。

（８）乳児院をその機能にあった名
称に変更する。
（９）貧困やひとり親家庭の増加や特定
妊婦の増加などから、代替養育に準
ずる形として、母子や父子で入所でき
る施設体系も求められる。乳児院や
母子生活支援施設が担ったり、他の
法人が担うこともできるような体系が
構築され、地域に開かれた生活単位
となる必要がある。
（１０）母子生活支援施設は、地域に開
かれた施設として、妊娠期から産前産
後のケアや親へのペアレンティング教
育や親子関係再構築など専門的なケ
アを提供できるなど多様なニーズに対
応できる機関となることが求められる。

○児福法第３条の２にそって、子育て家庭への支援を拡充させるために、市町村
支援拠点事業との協働、又は乳児院が受託することにより、妊娠・周産期から
の相談支援、育児学習、生活支援などを親・家庭に提供し、養育能力を高めて
いくように支援を強化することが必要である。
○子どもが親・家族による養育を継続してうけられるように、乳児院における専門
職員の知識、技術、ノウハウやチーム養育の機能を活かし、親・家族への関与
をはかる。そのための訪問支援、養育体験の提供、面会、他の親との交流、カ
ウンセリング等の支援を充実させる。さらに、ファミリーソーシャルワーク機能を
発揮させ、乳幼児と親・家族の関係性の回復をはかり、その統合化を促進する。
○乳児院において、地域における家庭訪問支援、通所・短期訓練入所などの関
係事業を拡充させることと、家庭支援のアウトリーチを担うファミリーソーシャル
ワーカーの確保、複数配置が必須。
○胎生期・周産期での虐待等不適切な体験、喪失等による心身の障がい、疾病・
虚弱など育ちと発達における重篤な課題のある乳幼児の養育過程においては、
基本的欲求充足のために個別的、質的、時間的、空間的な養育の提供と治療
的ケアの提供が必要。また、障がいや発達障害のある乳幼児の早期療育支援
は回復の可能性を高めるため、乳児院での療育支援策等を利用できるように、
障害児福祉計画においてはかるべき。
○今後、乳児院は子ども家庭福祉の専門機関（「乳幼児総合支援センター」仮称）
をめざす。

○若年の妊婦や精神疾患のある妊婦、内密での出産の妊婦の孤立を防ぐため

に、産前産後の生活基盤の確保と出産後の育児支援の強化が必要。とくに若い

親と乳幼児を分離させずに、また虐待などのリスクの高い親への支援と乳幼児
の育児について、医療機関との連携をもとに、乳児院はさらに取り組む。
○わが国においては、母子家庭の困窮問題が顕著であり、ひとり親と乳幼児の支

援を、保育所や母子生活支援施設などと連携・協働して図っていく 。



施設の小規模化、地域分散化等
（考察の要点）
○ 児童養護施設、乳児院の小規模化の効果
・個別の職員との関わりが増え、関係性が構築されることで、子どもの愛着形成や感情表出などが促されること
・子どもの自由な時間、静かな時間や、プライバシーが守られるなど、個別の生活環境が確保されること
・料理や買い物などを含め、日常生活の全般において経験・体験を積む機会が増加すること

○ 現場の声（課題）
・小規模化により子ども同士、また子どもと職員の距離が密接になることで、課題の大きい子どもがユニットに
入った際の影響が大きくなることがある

・子どもの行動に巻き込まれて適切な支援が行えなくなることがある
・小規模化の実施における人材育成・人材確保
・特に、乳児院で小規模化を進めるためには、健康面でのケアを特に求められること等の乳児院の特性から生
じる課題に、職員配置や施設設備面で課題がある

○ 更なる小規模化の推進に向けて
・職員の孤立や職員による課題の抱え込みを防ぐシステムが重要（職員がお互いをフォローできる体制の構築、
管理者や経験年数の長い職員によるスーパービジョンの実施等）

・地域の特性等に応じた方法での人材確保・人材育成に関する取り組みが重要

概ね、１０年以内（２０２７年）までに、小規模化、地域分散化をどの程度実現するか

厚労省資料



乳児院の職員配置の在り方

・施設長1人
・家庭支援専門相談員 1人
・個別対応職員 1人
・定員20人以下加算 １人
・栄養士 1人
・調理員等 4人（定員30人以上10人ごとに1
人を加算）
・事務員 1人
・管理宿直専門員（非常勤、1人）
・医師1人（嘱託）

【児童指導員、保育士、看護師】
・０・１歳児

1.6:1（1.5:1、1.4:1、１.3:1 ）
・２歳児 2:1 
・年少児（3歳～） 4:1（3.5:1、3:1）

※（）内は加算にて対応。

・里親支援専門相談員加算 １人
・家庭支援専門相談員加算 １人
・心理療法担当職員加算 1人
・定員35人以下指導員特別加算（非常勤 1人）
・小規模グループケア加算
グループ数×（常勤１人＋宿直
管理等職員(非常勤）１人）

等

基 本 部 分

看護師・保育士・児童指導員
０・１歳児： １．３：１
２歳児： ２：１
３歳以上幼児： ３：１
※小規模ケア加算等とあわせて概ね１：１相当

加算部分

27年度～（「社会的養護の課題と将来像」の目標水準）

１．看護師・保育士・児童指導員 １：２ ⇒ １：３
２．暫定定員廃止
３．施設類型（小規模化・高機能化）

○加算から措置費本体へ組込むべき専門職

○加算職員を増員すべき専門職
・アセスメント機能、相談・通所機能、在宅支援機能及び里親支援機
能のかかる専門職の増員

○新たな専門性加算
・子どものケアニーズの内容や程度による加算制度の導入（年齢、
子どもの行動上の問題及び心理的問題、医療的ケアの必要性、障
害支援区分など



児童養護施設の職員配置の在り方

・施設長 1人
・家庭支援専門相談員 1人
・個別対応職員 1人
・小規模施設加算 1人（定員45人以下）
・栄養士 1人（定員41人以上）
・調理員等 4人（定員90人以上30人ごとに1人を
加算）
・事務員 1人
・管理宿直専門員（非常勤、1人）
・医師1人（嘱託）

【児童指導員、保育士】
・０・１歳児

1.6:1（1.5:1、1.4:1、1.3:1）
・２歳児 2:1 
・年少児（3歳～）

4:1（3.5:1、3:1）
・少年（就学～）

5.5:1（5:1、4.5:1、4:1）
※（）内は加算にて対応。

・里親支援専門相談員加算 １人
・心理療法担当職員加算 1人
・看護師加算 1人
・職業指導員加算 １人
・小規模グループケア加算
グループ数×（常勤１人＋宿直
管理等職員(非常勤）１人）

等

児童指導員・保育士
０・１歳児： １．３：１
２歳児： ２：１
３歳以上幼児： ３：１
小学生以上： ４：１
※小規模ケア加算等とあわせて概ね３：１ないし２：１相当

基 本 部 分 加算部分

27年度～（「社会的養護の課題と将来像」の目標水準）

１．生活単位の小規模化 ６人以下、ケアニーズが高い施設
は４か所×４人

２．施設類型（小規模化、地域分散化・高機能化）

○加算から措置費本体へ組込むべき専門職

○加算職員を増員すべき専門職
・アセスメント機能、相談・通所機能、在宅支援機能及び里
親支援機能のかかる専門職の増員
○新たな専門性加算制度
・子どものケアニーズの内容や程度による加算制度の導入（年齢、
子どもの行動上の問題及び心理的問題、医療的ケアの必要性、障
害支援区分など
・通院に係る人件費を加算



２．一時保護（安全確保とアセスメント）の在り方
項 目 ビジョンの改革・工程事項の課題 全乳協の意見等

１．緊急一時保
護とアセスメント

（１）養育環境の急激な変化を伴う、精神
的な危機的状況をもたらす可能性がある
など緊急一時保護の期間は数日間。
（２）地域に分散させず生活単位を集合さ
せる（子ども安全性の確保）。
（３）一時保護委託施設の人的配置の増加、
少なくとも常時子ども２ 人に対して１の大
人がケアできる体制。
（４）乳幼児については、乳児院がアセスメ
ント機能を発展させる。

○乳幼児の緊急的な一時保護は、もっぱら乳児院が受けとめている。その大
半が夕方から夜間にかけての受け入れであり、職員が居残り、緊急対応をす
ることが頻繁。
○委託後に容態が急変し救急搬送するケースもあり、一対一体制で見守りを
行っている。
○委託前健診など緊急一時保護の受け入れ要件や職員体制の強化、また医
療機関との連携強化、さらに夜間の安心と安全を確保するために乳児院の夜
間勤務体制の抜本的改善が不可欠。
○乳幼児の遺棄を防ぎ、子どものアイディンティティや出自の権利を保障するた
めに、児童相談所等の対応強化が必須であります。

２．親子関係アセ
スメントのための
一時保護

（１）乳児及び実親と実家庭に関するアセ
スメントを引き受けるアセスメントセン
ター。
（２）その後の子どもや家族に対する支援
の見通しの提供を含む移行期ケア。
（３）一時保護から代替養育へと移行する
場合には、不安などの情緒的反応への
手当や、移行が必要であること十分な説
明と納得、その後の子どもや家族に対す
る支援の見通しの提供を含む移行期ケ
アが必要。

○適切な子どもと家庭への支援計画を、さらに実現していくためにも、アセスメ
ントセンター機能をはかるための「子ども家庭支援専門センター（仮称）」の創
設と、同専門センターを乳児院等社会的養護関係児童福祉施設が受託でき
るような関係制度を実現すべきである
○保護者と子がともに暮らすことができない理由とその関係にいたった時間に
よっては、「家庭に帰す」という乳児院での過程に倍以上の時間を要すること
であり、そのための入所期間は、十分なアセスメントが可能なように設定され
るべきである。
○引取りのために保護者の自宅で一時的に保護者と子のかかわりや遊びなど
生活をしてみたり、子どもの発達に応じた関わりができるよう困った時に相談
できるよう乳児院の担当者を決めて定期・不定期に連絡をとっていたり、また
関係機関との連携は必要である。



（４）子どもがいる時間帯は少なくとも
複数の勤務体制とし、子ども３人
に大人１人は配置。
（５）２ ヶ月程度の期間が必要。

３．障害など特別なケア
のためのアセスメント

・成育歴や被虐待体験に焦点を当て
た治療的(therapeutic)なケア。

○子ども自身の発達の課題が重い病気や障害のあるケースも多い。そうし
た子どもの場合、療育には十分に配慮しながら対応しなければならないし、
さらに感情の起伏が激しかったり、パニックが収まりづらかったりと、子ども
に育てにくさもあるため、十分な経験と専門性のある看護師・保育士等職
員が連携・協力しながら養育にあたっている。（再掲）

○家族では困難な病気や障がい、被虐待等といった重篤な課題があり、医
療・看護、リハビリ・心理療法等の専門職によるケアを必要とする３歳未満
においては、生命保護とともに発達過程（発達における病気・障がい等の
認定ができるまでの養育期間）における発達状況の把握と、発達過程に
おける課題に応じた適切な専門ケアを提供しなければならない。
○医療型の乳児院では、病院などから入所してくる疾病や障害のある乳幼
児を一手に引き受けている。今後とも、そうした緊急性のある乳幼児を受
けとめる医療型の乳児院の確保は必要であり、さらなる整備が不可欠で
ある。一時保護の増加もしかりである。（再掲）
○障害児入所施設や障害児施設へつなぐ場合などは、入所待ちが多いこと
もあり、時間がかかることが多く、乳児院での対応が必要となっている。

４．家庭復帰のための
親子関係再構築支援ア
セスメント

（１）子どもの抱える家族との関係性
の問題等の解決。
（２）子どもの問題行動への対応技術、
家族の抱える問題(家族病理)に対
する深い理解とそれに基づく子ど
も・家族への支援など、極めて高度
な専門性。

○当然ながら、子どもの育ちの見極めとより細やかなケアと保護者支援が
必要だが、家族を切り捨てずに、「家族に帰す」との基本をもとに、親と子
の次の生活の営みの段階へ丁寧につなぐ支援を行う。
○とくに精神疾患や知的障害のある家族は、養育能力に支障があっても
「育てたい」との意向が強く、そして面会も頻回である。そうした保護者や家
族ほど、里親委託の同意を得ることが難しいケースが多い。
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一時保護所での平均在所日数
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一時保護された子どもの処遇向上に関する予算について
（平成２８年度補正予算・平成２９年度予算） 厚労省資料



３．家庭復帰に向けた親子関係再構築支援

項 目 ビジョンの改革・工程事項の課題 全乳協の意見等

親子関係再構築支
援の強化

（１）家庭復帰支援計画（家庭支援
計画、子どもへの支援計画親子
再接触支援 計画等）

（２）乳児院の親子訓練室を活用し
た親訓練加算の創設。

○子どもにとって大切にしたいものは、親・家族である。親との関係性の喪失か
ら回復をめざして、さまざまな養育体験や面会の構造化、親へのカウンセリン
グ、心理臨床等を包括する子どもと親・家族の再建機能を果たす。
○乳児院における専門職員の知識、技術、ノウハウやチーム養育の機能を活
かし、親・家族への関与をはかり、そのための訪問支援、養育体験の提供、面
会、他の親との交流、カウンセリング等のさまざまな支援をプロセスにおいて
充実させる。
○さらに、ファミリーソーシャルワーク機能を発揮させ、乳幼児と親・家族の関係
性の回復をはかり、その統合化を促進する。
○家庭復帰後も継続的な家庭訪問、面談、相談支援の機会をはかるなど児童
福祉施設としての基盤となる役割、専門機能をはたす。
○「子どもに何と声かけしたらよいかわからない」「あやすって何」など子どもと
接し方がわからない保護者へ、その子の特徴や喜ぶポイントを伝えて距離を
少しずつ縮めていく支援を行う。
○地域における家庭訪問支援、通所・短期訓練入所などの関係事業を拡充さ
せることと、家庭支援のアウトリーチを担うファミリーソーシャルワーカーの確
保、複数配置が必須である。





４．里親・養子縁組への支援強化
項 目 ビジョンの改革・工程事項の課題 全乳協の意見等

里親・養子縁組へ
の支援強化

（１）フォスタリング機関の最小単位は、統括
責任者、リクルーター、アセスメントワーカー、
スーパーバイジングソーシャルワーカー、心
理職（兼任も可）、等で構成。
（２）里親のリクルート、登録から子どもの委託、
措置解除に至るまでの一連の過程及び委
託後の里親養育（一連の包括的な業務を
フォスタリング業務という）。
（３）社会福祉法人やNPO 法人等の民間機関
に委託する方法（フォスタリング機関事業）
（４）ショートステイ里親や一時保護を受ける
一時保護里親など類型も必要。
（５）ファミリーホームの養育者を里親に限定
フォスタリング機関への公費負担、ファミ
リーホームへの委託費、里親への手当、委
託児童数・委託里親数に応じた里親相談支
援員の配置。
（６）里親委託中の子どもの実親との面会交
流支援を里親支援事業に追加

○有形無形の里親支援の経験知を活かした包括的な里親支援事業の
拡充と支援活動を強化する。
○乳児院は、子どもを里親へつなぐ機会が多く、子どもの育ちや職員と
の間に形成 された愛着関係や育児（養育）スキルなどを詳細に里親
へ伝えることの大切さを実感し、実践している。
○養育のつなぎにおいては、子どもの状態を確認しながら送り出す側と
受け入れ側双方に対して並行した措置の期間を設けるなど丁寧な引継
ぎをする枠組みを設けることが重要。
○委託後も、育児相談を含めたアフターケアや実親との連絡調整、子ど
ものルーツ確認、真実告知、特別養子縁組手続きの手伝いなど、過去
と現在、現在と未来へと里親につなぐことについて実績を積んできてい
る。
○とくに、新生児や何らかの障がいや疾患のある子どもの場合には、乳
児院から里親へ伝え、理解をえることが重要。
○乳児院が関わる里親の多くが特別養子縁組を目的とした里親。子ども
を養育することが初めてという場合も多く、里親との関係形成を進めな
がら養育スキルの向上に取り組むことが必要。
○当然ながら、児童相談所や里親会、里親支援専門相談員はもとより、
子どもと深くかかわっている乳児院が、さまざまな場面でその専門性を
発揮しながら中心的な役割を果たしていくことが重要。
○里親養成のための研修の拡充実施が不可欠。乳児院での里親支援
の研修の拡充、乳幼児と里親の関係性・マッチングのための面会交流、
家庭訪問支援や短期生活訓練、里親から乳幼児の一時預かり、ショー
トステイなどの支援事業の拡充をさらに図るなど、乳児院の専門機能
や生活基盤を活用した里親支援を強化が重要。



【平成２９年度】
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５．市区町村の子ども家庭支援体制の構築
項 目 ビジョンの改革・工程事項の課題 全乳協の意見等

市区町村の子ども
家庭支援体制の構
築

（１）各市区町村が都道府県とともに、
妊娠期から自立まで、及びポピュ
レーションアプローチから在宅措
置・通所措置委託といったハイリス
クアプローチまで、子ども家庭支援
の全体構想を構築し、都道府県がそ
れを集約、平成成31年度）。

（２）保健と福祉の協働及び教育との
連携、保健師の役割が適切に組み込
まれているものとする。

（３）市区町村は、上記構想を平成36 

年度までに実現する
（４）在宅支援サービス強化の一環とし
て、子どもへの直接的支援事業（派遣
型）の創設

（４）ショートステイの利用促進のため、シ
ョートステイ定員枠を子ども人口比で
設定

（５）児童家庭支援センターを児童福祉施
設及び他の法人が設置することを誘導
（６）児童相談所管内に人口規模に応じて
１か所以上の児童家庭支援センターを
設置する計画を策定

○市町村支援拠点事業との協働、又は乳児院が受託することにより、妊
娠・周産期からの相談支援、育児学習、生活支援などを親・家庭に提供
し、養育能力を高めていくように支援を強化することが重要。（再掲）
○「市町村は支援を行う拠点づくりに努める」とされてるが、地方自治体に
は格差がある。センター機能を乳児院等社会的養護関係児童福祉施設
が受託し、かかる拠点機能・ 拠点づくりをはかるとともに、地域のすべて
の子どもと家庭 を対象に保育所や幼稚園、学校、病院、行政等関係機
関等との連携、ネットワークをもとに相談・支援等を図っていくことが重要。
○乳児院は、地域における家庭訪問支援、通所・短期訓練入所などの関係
事業を拡充させることと、そのために家庭支援のアウトリーチを担うファ
ミリーソーシャルワーカーの確保、複数配置が必須である。
○若年の妊婦や精神疾患のある妊婦、内密での出産の妊婦の孤立を防ぐ
ために、産前産後の生活基盤の確保と出産後の育児支援の強化が必要
です。とくに若い親と乳幼児を分離させずに、また虐待などのリスクの高
い親への支援と乳幼児の育児について、医療機関との連携をもとに、乳
児院においてさらに取り組む。
○また、わが国においては、母子家庭の困窮問題が顕著であり、ひとり親
と乳幼児の支援を、保育所や母子生活支援施設などと連携・協働して
図っていく。（再掲）





子育て支援事業の実施状況

市町村の子育て支援拠点として取組（受託）の強化の



産前・産後母子支援事業（モデル事業）

厚労省資料


